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1．は じ め に
　日本の有権者は，歳入や歳出をどのように認知
しているだろうか。日本の財政について，私自身
は，自分でも呆れるほど知らずに生きてきた。し
かし，政策の問題を考える時や公約の実行可能性
を考える時など，政治について考える際に，しば
しば財源が問題になる。必要とするだけの歳入が
なければ政策は実行できない。所得税や消費税は，
多くの人にとって身近なものであろうし，法人税
のあり方は国の産業のゆくえに影響せざるをえな
い。歳出にしても，医療費・年金・教育・環境・
防衛などに，どのように振り分けるかで，われわ
れの生活や生活設計が大きく変わってしまう。ま
た累積債務の問題は，世代間の公平性の問題につ
ながり（宮野　2001）政治に世代間対立の火種を
持ち込むことにもなる。
　財政の問題は有権者にとって大変に重要度が高
い問題であるが，有権者はどのように理解し認知
しているだろうか。宮野（2013）では，2012 年 4
月の大学生集合調査を用い，2010 年度の政府の
一般予算の決算と比較しつつ，論じた。そこでは，
①集合知としての平均値はかなり「正確」で，実
際の決算を反映しているかのようにみえるが，個
別にみると大きなばらつきがある点，②歳入に国
債が占める割合の高さが十分には捉えられていな
い可能性が高い点，③歳出削減に関して「総論賛
成・各論反対」の状態にある点，④歳入の国債依
存度の高低に関する認知は歳出削減の見解とほと
んど結びついていない点，などを指摘した。
　しかし，宮野（2013）は，1 時点の大学生集合
調査における少数の質問に基づいているという，
大きな限界があった。そこで今回は，2015 年 2
月のネット調査を用い，2013 年度の政府の一般
予算の決算と比較しつつ，検討する。今回の調査
では，ネット調査会社の登録者という範囲内では
あるが，対象が全国の一般有権者に広がっている
点で，またより多くの変数が含まれている点で，
宮野（2013）を一歩進める分析になる。たとえば
年代別の分析が可能になるし，歳入・歳出の意識
を説明する変数を探る可能性も増える。
　本論文は，2015 年 2 月のネット調査を中心に，
有権者の財政に関する意識について，西（2007）
や宮野（2013）との異同を考慮しつつ，歳出削減
について ISSP2006 からの変化を探る。また，財
政に関する意識を説明するための新たな仮説を立
て，説明可能性を検討する。
2．データと仮説
2-1　データ
　財政の認知に関して，2015 年 2 月にネット調
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査を実施した。質問紙を用意して，調査会社に実
査を依頼し，2015 年 2 月 9 日～ 13 日に実施した。
インターネット調査であって回答者は全国に散ら
ばっているが，母集団は調査会社の登録者である。
結果としての回答者の年齢・性別・地域が，全国
の母集団の比率と近似的になるように，標本抽出
を依頼した。回収数は 1,493 であるが，分析前に
若干のセレクションを施し，1,330 ケースを今回
の分析対象とした。（注 1）
　財政の認知に関する質問文は，ISSP の質問紙
（西 2007）を参考にしつつ 7 点法を用い，また，
若干の独自質問を用意した（独自質問については，
付録参照。宮野 2013 の改訂版である）。
　歳入・歳出についての「推測」を求める質問は，
アンケート調査の設問としては難しく，多くの非
回答者（DK/NA）が出る。今回も全有効回答者
のうち，6 割～ 7 割の回答だった。一定の基準で
外れ値などを除外した有効数では，2012 年 4 月
大学生調査では 215 名中の 143 名（66.5%），2015
年 2 月ネット調査では 1,330 名のうち，大学生調
査と同じ 4 点の基準では 833 名（62.6%），第 5 点
目の基準を加えると 790 名（59.4%）であった。（注 2）
　本論文では，ネット調査での「推測」と，実際
の歳入・歳出とを比較しようとするが，いつ誰が
発表した歳入・歳出を用いるべきかは，それほど
明らかではない。今回使用するネット調査は
2015 年 2 月実施であるので，それより前に出さ
れている決算を用いるとすると，2013 年度分の
決算（財務省「平成 25 年度　歳入・歳出の概要」
2014 年 11 月 18 日国会提出）であり，以下では，
これを用いる。
2-2　仮説
　本稿で調べることになるのは，歳入についての
認知の「正確さ」，そして歳出削減への賛否意見
である。そのうえで，これらを説明するための仮
説を考える。
　宮野（2013）では，3 つの単純な仮説群を議論
の出発点とした。旧仮説として紹介する。
　旧仮説 1：政府歳入の国債依存度を高目に認知
していると，総論として政府支出削減に賛成する
　旧仮説 2：総論として政府支出削減に賛成なら
ば，個々の費目の政府支出削減にも賛成する
　旧仮説 3：政府歳入の国債依存度を高目に認知
していると，費目別の政府支出削減に賛成する
　このうち旧仮説 2 は，既に ISSP2006 調査（西
2007）において否定的な結果が出されていたが，
宮野（2013）では，3 仮説すべてに否定的な結果
となった。
　本稿では，一歩進め，歳入についての認知の「正
確さ」，そして，歳出削減への賛否意見について
説明するための，仮説を考える。
　仮説 1：（メディア接触仮説）　政治関連のメ
ディアに接触しているほど，財政危機を認知して
いて，かつ，歳出削減を求める。
　メディア接触の質問として，3 つの小問を用意
した。「テレビのニュース番組」（Q2-1）・「新聞
の政治に関する記事」（Q2-2）・「ネットの政治に
関する情報」（Q2-3）について，それぞれ利用頻
度を 7 点法で尋ねた。
　仮説 2：（政府不信・政治家不信仮説）　政府ま
たは政治家を信頼していないほど，財政支出拡大
を求めず，財政削減を求める。
　政治に対する信頼を，政府への信頼と，政治家
不信とに分けることにした。今回は，政府信頼
（Q5-1）と政治満足（Q15-6）という 2 変数を単純
に加えて「政府信頼」尺度とする（2 問の相関係
数は 0.631 で，クロンバックのαは 0.769。政府不
信を逆向きに測っている点に注意）。また，政治家
の「無駄遣い」に関連する 2 つの質問（Q6-1 と
Q6-5）を単純に加えて「政治家不信（政治家の無
駄遣い）」尺度とする（2 問の相関係数は 0.627，ク
ロンバックのαは 0.769）。各質問は 7 点法で回答
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選択肢を作成している。政府信頼と政治家不信を
分けることで，不満のあり方が異なる点や，どち
らが影響が大きいかなどを調べられるかもしれな
いと考えた（政治家不信について，この問いでは
特定の側面にしか着目できていない。しかし，政
治家不信の重要な一面であり，財政に関する本論
文で特に重要になる一面ではないかと想定した）。
　仮説 3：（歳入の認知の正確度仮説）　歳入の認
知が正確で，国債の歳入に占める割合の高さを認
知していれば，歳出削減を求める。
　これは，宮野（2013）の仮説 1・仮説 3 に相当
する。宮野（2013）では否定されたが，確認のた
めに用いる。国債の歳入に占める割合の認知は，
2013 年度決算を中心点とする両側に 5% きざみ
にした順位変数として用いる。
　仮説 4：（基礎的変数による説明）　年齢・性別・
学歴・家計所得・生活満足度は，歳入についての
認知の正確さ，そして，歳出削減への賛否意見に
ついて，説明力をもつ。
　基礎的なコントロール変数として，年齢・性別・
学歴・家計所得・生活満足度の 5 変数を用意した。
これらも，従属変数によっては，重要な仮説を構
成しうる。たとえば，高齢者の年金への支出を増
やすべきか減らすべきかを従属変数にする場合，
年齢や家計所得は，重要な説明変数となりうる。
3．歳入の認知
　歳入・歳出を「正確に」認知することは，容易
なことではない。それにしても，まず，多くの有
権者がどのように認知しているのかを把握するこ
とは，増税・減税をするにしても，支出を増加・
縮小させるにしても，政策論議をするにしても，
重要であろう。たとえば，有権者が政府の債務増
大や世代間の負担の不公平についてどのように認
知しているかによって，論議のあり方それ自体が
変わる可能性があるのではないか。
3-1　歳入認知と「正確さ」
　表 1 の 2 列目から 6 列目で，歳入の，所得税・
法人税・消費税（以下，「主要 3 税」とよぶこと
にする）と国債（以下，政府の予算・決算で「公
債金」とよんでいるものを指すことにする）とい
う 4 項目のそれぞれについての推測と，4 項目の
合計について，基本的な統計量を示した。表 1 の
最後の 2 列は，4 項目を除いた「その他」の記入
を依頼し，「合計 100％になるように」すること
を求めた結果を示した（注 1・注 2 に示した方針
で外れ値などを省いている。5 項目合計の平均は
99.7% である）。（注 3）
　表 1 によると，歳入の所得税・法人税・消費税
の主要 3 税と国債（公債金）という 4 項目の合計
で，2013 年度決算の 84% に対してネット調査の
表 1：歳入の主要 4 項目の推測（N=790）
　 所得税 法人税 消費税 国債 4 項目計 その他 5 項目計
平均値（％） 21.6 21.1 16.7 28.1 87.4 12.3 99.7
中央値（％） 20.0 20.0 15.0 30.0 90.0 10.0 100.0
標準偏差 10.4 9.5 9.1 15.6 10.7 10.3 3.7
最小値（％） 1 0 1 0 42 0 70
最大値（％） 80 60 70 82 110 65 110
変動係数 0.48 0.45 0.54 0.55 0.12 0.84 0.04
有効数 790 790 790 790 790 790 790
2013 年度決算（％） 16.3 11.0 11.4 45.6 84.2 15.8 100 
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平均値では 87% で，4 項目合計については，平
均値として，かなり正確な数値が「推測」されて
いる。
　ただし，主要 3 税が多めに「推測」され，国債
費が過少に「推測」されている。所得税・消費税
は 5.3% ずつ多く「推測」されているが，法人税
は 10.1% 多めに「推測」されている。主要 3 税の
中では，特に法人税がやや多めに「推測」されて
いることになる。これに対し，国債（公債金）は，
17.5% 低く「推測」されている。
　宮野（2013）では，回答傾向からみて，国の一
般会計を想定して回答しているのではないかとの
仮定の下で分析した。しかし，各有権者がいつの
時点のどの種類の歳入・歳出を念頭に回答してい
るのかいないのかは，明らかではない。
　歳入・歳出は，年度によっても大きな変更があ
りうるので，この点に十分に注意しながら分析す
るしかないし，関連論文の読み取りに際しても，
十分な配慮が必要になる。例えば，2014 年 4 月
から消費税が 5% から 8% への増税となったが，
これは比率で考えると 1.6 倍であり，2015 年度予
算に占める消費税の割合は，所得税をわずかなが
ら上回るまでになっている。2015 年 2 月調査の
回答者が，この点をどのように織り込んでいるか
不明であるが，所得税との比較では，まだ織り込
まれていないようにみえる。また，宮野（2013）
で用いた2010年度決算と比べて2013年度決算は，
所得税が 2% 増，法人税が 1% 増，消費税は変化
なし，国債は 3% 弱少なくなっている。（注 4）
　なお，表 2 に，主要 3 税の推測において，同じ
数値が使われた割合を示した。主要 3 税について
どの程度差異化して推測されたかの一つの指標で
ある。有効とした回答の半分近く（49%）は，主
要 3 税すべてに異なった数値を与えていた。主要
3 税すべてに同じ数値を与えていたのは，有効と
した回答の 5% だった。
表 2：主要 3 税の推測における類似性（N=790）
　 度数 ％
所得税＝法人税 146 18.5
法人税＝消費税 90 11.4
消費税＝所得税 126 15.9
所得税＝法人税＝消費税 40 5.1
3 税すべて異なる割合 388 49.1
合計 790 100.0
　主要 3 税はともかく，「国債」という言葉が有
権者にどのように受け止められているかはそれほ
ど明らかではない。ただしここでは，国の政府歳
入における国債（公共債）を想定して回答してい
るという強い仮定をおいた上で，主要 3 税と国債
との認知の正確度評価を試みるために，表 3 を用
意した。
表 3：歳入の認知の「正確さ」
（2013 年度決算との比較，N ＝ 1,330）
　 50% 以下 50～150% 150%以上 DK/NA 有効回答数
所得税 2% 41% 23% 34% 1,330
法人税 2% 21% 42% 34% 1,330
消費税 5% 33% 29% 32% 1,330
国債 30% 36% 1% 34% 1,330
　表 3 では，歳入に占める主要 3 税と国債の割
合の「推測」が，2013 年度決算の何倍になって
いるかで，3 分割した。分割点は，半分（0.5 倍）
と 1.5 倍とである（この表では，DK/NA の割合
も示すため，本論文で分析対象とする全 1,330
ケースを用いた）。分割点を 70% と 130% とに変
えてみたり，比率ではなく何％離れているかと
いう数値で示すことも試みたが，大きな傾向は
変わらない。
　表 3 でも大きな結論は変わらず，国債の「推測」
は低めで，それを受けて主要 3 税の「推測」は高
めになりがちである。以上は，宮野（2013）と類
似した結果である。
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3-2　歳入認知の説明
　歳入の認知は，何によって決まるのだろうか。
本論文では，歳入において，決算よりもずっと少
なめに「推測」される傾向がある国債（公債金）
の認知を説明することを考える。
　従属変数は，歳入における国債（公債金）の認
知であり，図 1 に 5% きざみのヒストグラムを示
した（45% を中点に，43% ～ 47% を 45 とし，そ
こから両側に 5% ずつの区分とした）。決算の
45.6% と比べ，ずっと少ない方に偏っていること
がわかる。なお以下の重回帰分析では，歳入にお
ける国債（公債金）の認知は，この 5% きざみの
変数として投入する（ただし外れ値の影響を小さ
くするため，両端をカテゴリー合併して使う。
7% 以下をまとめ，53% 以上も一つにまとめた）。
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図 1：歳入における国債（公債金）の認知のヒストグラム
（横軸は歳入に占める百分率。N=790）
　独立変数は，「2-2 仮説」で示した変数群である。
第 1 に，基礎的変数群で，性別（2 値），年代（10
歳きざみ，5 値），学歴（4 値），家計所得（17 値），
生活満足度（7 値），である。第 2 に，メディア
接触頻度の変数群で，テレビニュース接触頻度（7
値），新聞ニュース接触頻度（7 値），ネットニュー
ス接触頻度（7 値），である。第 3 に，政府信頼（11
値），政治家不信（10 値），である。これらのうち，
欠損値が存在するのは家計所得のみであるが，こ
のため，重回帰分析の有効ケース数が 790 から
721 に減少した。
　表 4 に，重回帰分析結果を示した。自由度修正
済み決定係数 4.8％という説明力の低いモデルに
なった。1% 水準で有意な効果をもつ独立変数は，
学歴だけだった。学歴が高いと，国債の歳入比率
を高めに認知するということではあるが，効果は
小さい。
4．歳出の削減への賛否
　次に，歳出の削減への賛否を扱う。まず総論と
しての歳出削減を扱い，次に各論として，代表的
な費目についての歳出の増減についての意見を紹
介する。
表 4　重回帰分析：歳入における国債（公債金）の認知の説明（N=721）
B 標準誤差 標準化係数 t 有意確率
（定数） .662 1.156 　 .572 .567
性別 -.555 .237 -.092 -2.342 .019
年代（10 歳きざみ） -.177 .085 -.085 -2.093 .037
学歴 .406 .129 .125 3.145 .002
家計所得 -.003 .034 -.003 -.080 .936
生活満足度 .108 .090 .050 1.208 .228
メディア接触：TV .032 .082 .016 .389 .697
メディア接触：新聞 -.112 .057 -.082 -1.973 .049
メディア接触：ネット -.063 .059 -.041 -1.059 .290
政府信頼 .064 .052 .054 1.216 .224
政治家不信（政治家の無駄遣い） .105 .055 .082 1.901 .058
（自由度修正済み決定係数は，0.048）
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4-1　総論としての歳出削減への賛否
　図 2 に，総論としての歳出削減（「政府の支出
を削減する」への賛否）への回答（元は 7 値）を
削減反対・どちらともいえない・削減賛成の 3 値
にまとめた結果を示す。「減らすべき」との回答
が 83% で圧倒的に多い。「減らすのに反対」は
4% である。
　 削減賛成・どちらともいえない・反対は，
ISSP2006 調査（西 2007。5 点法の配布回収調査で
あり，7 点法のわれわれのネット調査とは単純には
比べられない）では，71%・12％・6% だが，11%
の DK/NA を除いた百分率を計算すると 80%・
14％・7% であり，今回のネット調査結果と近い。
4% %38%31
0%
減らすのに反対 どちらともいえない 減らすべき
20% 40% 60% 80% 100%
図 2：総論としての歳出削減への賛否
4-2　総論としての歳出削減への賛否の説明
　「2-2　仮説」で，4 つの仮説を考えた。仮説 1：
メディア接触仮説，仮説 2：政府不信・政治家不
信仮説，仮説 3：歳入の認知の正確度仮説，仮説 4：
基礎的変数による説明，である。
　仮説 1 は，メディアに接触しているほど，財政
危機を認知しているのではないかとの仮説であ
る。仮説 2 は，政府や政治家に不信があれば，財
政支出拡大を求めず，財政削減を求めるのではな
いかという仮説である。仮説 3 は，歳入の認知が
正確で，国債の歳入に占める割合の高さを認知し
ていれば，歳出削減を求めるという確認のための
仮説である。仮説 4 は，基礎的なコントロール変
数として用意した，年齢・性別・学歴・家計所得・
生活満足度が影響しているのではないかという仮
説である。
　従属変数として，歳出削減（「政府の支出を削
減する」への賛否）への回答（7 値）をおき，上
記の仮説に相当する独立変数（変数の値について
は，3-2 で示した）を用い，重回帰分析を試みた。
結果を表 5 に示す。
　標準化偏回帰係数でみて，最も効果が大きいの
は，政治家不信（政治家の無駄遣い）だった。次
いで，政府信頼，メディア接触：TV，年代，だっ
た。今回投入した独立変数が互いに他の影響をコ
ントロールしあうとき，①政治家が「無駄遣いを
表 5　重回帰分析：歳出削減への賛否（Q9-1）の説明　（N=721）
B 標準誤差 標準化係数 t 有意確率
（定数） 2.095 .409 　 5.128 .000
性別 .093 .084 .039 1.100 .272
年代（10 歳きざみ） -.087 .030 -.107 -2.911 .004
学歴 -.043 .046 -.034 -.936 .350
家計所得 .006 .012 .016 .465 .642
生活満足度 .030 .032 .035 .942 .347
メディア接触：TV .086 .029 .109 2.979 .003
メディア接触：新聞 .013 .020 .025 .663 .507
メディア接触：ネット -.013 .021 -.021 -.614 .539
政府信頼 -.078 .018 -.172 -4.246 .000
政治家不信（政治家の無駄遣い） .171 .019 .343 8.757 .000
歳入の国債割合の認知 -.006 .013 -.016 -.465 .642
（自由度修正済み決定係数は，0.220）
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する」と考え，②政府を信頼せず，また，③テレ
ビニュース接触頻度が高く，④年代が高いと，歳
出削減に賛成するということである。この結果の
含意は，今後の検討課題である。
4-3　各論としての歳出削減への賛否
　次に，各論として，「あなたは以下にあげた分
野の政府支出は，今より支出を増やすべきだと思
いますか。それとも，今より減らすべきだと思い
ますか」との質問への回答を分析する。分野とし
て，「環境」「保健・医療」「警察・裁判」「教育」「防
衛」「高齢者の年金」の 6 分野を提示した（この
質問は，ISSP を参考にしている）。回答選択肢は，
真ん中に「今と同じくらいがよい」をはさみ，「大
いに増やすべき」から「大いに減らすべき」まで
7 段階とし，その他に「わからない」を用意した
ため，選択肢は全部で 8 つである。
　図 3 に，7 段階を 3 段階にまとめた結果を示す。
「増やすべき」が多い順に並べた結果，「教育」「保
健・医療」「環境」「防衛」「警察・裁判」「高齢者
の年金」の順になった。西（2007）で紹介されて
いる ISSP2006 年調査と比べてみる。ただし，
ISSP2006 では回答選択肢が 5 段階だったことや，
調査方法が異なるなどの相違があり，比較には留
保が必要ではある（特に「わからない」の比率が，
西 2007 の 8% ～ 16％に比べ，われわれのデータ
では 1% ～ 3% と少ない）。西（2007）の結果を，「増
やすべき」が多い順に，（増やすべき・減らすべき）
と示すと，「保健・医療」（60・9），「環境」（51・6），
「高齢者の年金」（51・6），「教育」（48・6），「警察・
裁判」（23・19），「防衛」（18・32）であった。
　「環境」はほぼ同じであり，「保健・医療」，「教
育」，「警察・裁判」なども，大きな相違はないと
いえるかもしれない。大きく変化した可能性があ
るのは，「防衛」と「高齢者の年金」への支出増
減への賛否である。「防衛」支出は増減への賛否
が逆転し，「高齢者の年金」の増額は，圧倒的賛
成から賛否拮抗するまでになっている。2006 年
11 月から 2015 年 2 月までのできごと・ニュース
を考えると理解可能な結果にもみえる。世論が本
当に変化してきているのか，どのような方向に変
化してきているのかは，さらなる調査とより慎重
な判断が必要である。
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図 3：各論としての歳出削減・追加支出への賛否
（N=1,330）
　このうち，「高齢者の年金」を増やすべきか減
らすべきかという質問への賛否を，図 4 に，年代
別に示した。20 代・30 代は増額に対して減額す
べきを支持する割合が多く（約 2 倍），40 代は賛
否拮抗し，50 代・60 代は，増額への支持が多い。
特に 60 代以上では，3 倍強になっている。
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図 4：高齢者に対する年金の増減への賛否
4-4　各論としての歳出削減への賛否の説明：
「高齢者の年金」を例として
　図 4 に示したような「高齢者の年金」の増減
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に対する賛否の年代差はなぜ生じているのだろ
うか。個人の短期的な利得構造を反映している
のだろうか，それとも他の理由だろうか。自分が，
あるいは家族・両親が，年金の受給者である場
合には増額に賛成しがちで，そうでない場合に
は減額に賛成しがちであるのだろうか。それと
も，より社会全体の事を考慮して回答しているの
だろうか。
　宮野（2013）においても，大学生調査の結果が
ISSP2006 と「著しく異なるのは高齢者への年金
支出増加への賛否である」とし，「この点は，年
金が社会問題化してきたこと（時点効果）と，大
学生は受益者でないこと（年齢効果）などが関連
していると推測される」としたが，根拠は示せな
かった。
　本稿では，「2-2　仮説」で示した仮説群を用い
て重回帰分析で検討する。
　標準化偏回帰係数でみると，最も効果が大きい
のは，年代で，次いで，家計所得，政治家不信，
テレビニュース接触頻度，歳入の国債割合の認知，
だった。今回投入した独立変数が互いに他の影響
をコントロールしあうとき，①年代が高く，②家
計所得が低く，③政治家不信で，④テレビニュー
ス接触頻度が高く，⑤歳入の国債割合を低めに認
知している場合に，「高齢者の年金」増額に賛成
しがちということになる。
5．結　　　論
　歳入・歳出を正確に認知することは，容易なこ
とではない。あらためて考えてみるに，少なから
ぬ有権者は，経済統計や国家の予算や決算を，毎
年チェックし，その適否を議論するような習慣を
もっていないのではあるまいか（少なくとも私に
はそのような習慣がない）。しかし，政府や政策
について論じるには，政策の実行可能性などを考
えざるをえない。すると，政府の予算・決算の全
体像を知ることが重要になってくる。
　本論文の主要な結果を確認しておく。
　第 1 に，歳入の所得税・法人税・消費税という
主要 3 税と国債（公債金）という 4 項目の合計の
集合値である平均値は，2013 年度決算に対して，
ネット調査では，かなり正確な数値が「推測」さ
れている。ただし，主要 3 税，特に法人税が多め
に「推測」され，国債費が過少に「推測」されて
いる。この第 1 点は，宮野（2013）とほぼ同様の
結論である。
表 6　重回帰分析：「高齢者への年金を増やすべきか減らすべきか」への回答を説明（N=710）
B 標準誤差 標準化係数 t 有意確率
（定数） 4.770 .517 　 9.218 .000
性別 -.169 .105 -.061 -1.604 .109
年代（10 歳きざみ） -.288 .038 -.301 -7.662 .000
学歴 -.094 .057 -.063 -1.643 .101
家計所得 .064 .015 .161 4.313 .000
生活満足度 -.014 .040 -.014 -.349 .727
メディア接触：TV .102 .036 .110 2.805 .005
メディア接触：新聞 -.010 .025 -.016 -.403 .687
メディア接触：ネット -.034 .026 -.047 -1.289 .198
政府信頼 .028 .023 .052 1.212 .226
政治家不信（政治家の無駄遣い） .066 .026 .112 2.573 .010
歳入の国債割合の認知 .044 .016 .095 2.652 .008
財政削減への賛否 -.056 .047 -.047 -1.187 .236
（自由度修正済み決定係数は、0.140）
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　第 2 に，歳入における国債（公債金）の認知の
説明を試みたが，用意した仮説は成立しなかった。
唯一，学歴変数だけが，1% 水準で有意な効果を
もっていた。
　第 3 に，歳出削減について，総論賛成・各論反
対である点は，西（2007）・宮野（2013）と同様
であった。
　第 4 に，総論としての歳出削減への賛否を従属
変数として，重回帰分析を用いて説明することを
試みた。仮説 2 は全面的に，仮説 1・仮説 4 は部
分的に成立した。すなわち，（各独立変数が互い
にコントロールしあうことを前提に，）①政治家
が「無駄遣いをする」と考え，②政府を信頼せず，
また，③テレビニュース接触頻度が高く，④年代
が高いと，歳出削減に賛成するという結果を得た。
　 第 5 に，各論としての歳出削減に関して，
ISSP2006 調査と比べて大きく変化した可能性があ
るのは，「防衛」と「高齢者の年金」への支出増
減への賛否であった。「防衛」支出は増減への反
対多数から賛成多数に賛否が逆転し，「高齢者の
年金」の増額は，圧倒的賛成から賛否拮抗に至る
までになっている。世論が本当に変化してきてい
るのか否かについては慎重な判断が必要である。
　第 6 に，「高齢者の年金」への支出増減への賛
否を従属変数として，重回帰分析を用いて説明す
ることを試みた。その結果，（各独立変数が互い
にコントロールしあうことを前提に，）①年代が
高めで，②家計所得が低く，③政治家が「無駄遣
いをする」と考え，④テレビニュース接触頻度が
高く，⑤歳入の国債割合を低めに認知している場
合に，「高齢者の年金」増額に賛成しがちという
ことになった。
　以上は，調査結果であり，その含意などについ
て，さらなる検討が必要である。
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注 1）　2015 年 2 月のネット調査では，ヴィネット質
問を除くと，小問を 5 つ以上含む設問が 7 つあった。
具体的には，問 3：政治関心（小問 5），問 5：制度
信頼（小問 5），問６政治意見評価（小問 5），問 7
政治家信頼（小問 5），問 9 経済政策（小問 5），問
10 歳出意見（小問 6），問 15 満足度（小問 6）である。
第 1 にこれら 7 つの設問のそれぞれで，小問すべて
に同じ数値を選んだ場合（たとえば，問 3 で小問 5
つにすべて同じ数値を選んだ場合）を取り出し，7
つの設問中 3 つ以上で各小問に同じ数値を選んでい
る 130 回答を今回は分析から外すことにした。第 2
に，回答時間が短い回答（200 秒以下）も省くこと
にした。この第 2 基準により，さらに 33 回答が外れ，
今回分析する回答数の最大は，1,330 である（全 1,493
回答）。
注 2）　宮野（2013）の学生調査では，4 項目合計の分
布の両極，40% 以下と 115% 以上を除いて分析した。
今回も同じ基準で 40% 以下（10 名）と 115% 以上 (4
名 ) を除いて分析する。さらに，今回は歳入の質問
の最後に「その他」という項目を設けており，そち
らへの非回答者と 5 項目合計で 115% 以上（6 名）
も除くことにした。1,330 名中で 4 項目すべてに回
答したのは 847 名，5 項目すべてに回答したのは
808 名であった。歳入についての分析は，断りのな
い場合には，上記の基準により，790 名で分析する。
注 3）　本調査は，歳入についての質問で，「その他」
を第 5 の項目として設けた点は，宮野（2013）で分
析した 2012 年 4 月の大学生調査とは異なっている。
宮野（2013）の表 2 では，4 項目合計を 100% とし
て示したが，本論文の表 1 では，「その他」を加え
た 5 項目で，加工前の数値を示している（5 項目合
計の平均は約 100%）。
注 4）　決算での割合の変化に対し，2012 年 4 月の大
学生調査と 2015 年 2 月のネット調査を比べる。宮
野（2013）では，4 項目合計を 100% としていたので，
それにあわせて加工して比較する。すると，4 項目
合計を 100% とした場合の「推測」の値（加工後）は，
所得税が 1% 増，法人税が 5% 増，消費税はほぼ同じ，
国債は 6% 弱少なくなっている。決算の変化を反映
した方向での変化という部分もあるが，それ以上に，
2015 年 2 月のネット調査では，法人税はより高め
に「推測」され，国債はより低めに「推測」されて
いるようである。
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付録：財政関連の質問
問 9-1　歳出削減，および，問 10　各分野の政府支出
を増やすべきか減らすべきかは，ISSP の質問を参考に
しつつ，7 点法にしている。（西 2007 参照）
問 11　次の A ～ E は，それぞれ，政府の収入の，およ
そ何％くらいだと思いますか。人に聞いたりインター
ネットなどで調べたりせず，およそ何％くらいか想像
した数字を合計 100％になるように選択してください。
（「全く想像できない」という方は，「わからない」を選
んでください。）
A．所得税　　　　およそ（　　　　　）％くらい　 
　　　□わからない
B．法人税　　　　およそ（　　　　　）％くらい　
　　　□わからない
C．消費税　　　　およそ（　　　　　）％くらい　
　　　□わからない
D．国債　　　　　およそ（　　　　　）％くらい　 
　　　□わからない
E．その他　　　　およそ（　　　　　）％くらい　
　　　□わからない
　　合計　　　　　　　　　　　　　　100％
問 13　次の A ～ E の分野の支出は，それぞれ，政府の
支出の，およそ何％くらいだと思いますか。人に聞い
たりインターネットなどで調べたりせず，およそ何％
くらいか想像した数字を合計 100％になるように選択し
てください。（「全く想像できない」という方は，「わか
らない」を選んでください。）
A．保健・医療　　およそ（　　　　　）％くらい　 
　　　□わからない
B．教育　　　　　およそ（　　　　　）％くらい　
　　　□わからない
C．防衛　　　　　およそ（　　　　　）％くらい　
　　　□わからない
D．高齢者の年金　およそ（　　　　　）％くらい　
　　　□わからない
E．その他　　　　およそ（　　　　　）％くらい　
　　　□わからない
　　合計　　　　　　　　　　　　　　100％
